
水産庁インフラ長寿命化計画（行動計画）の
フォローアップ

令和３年３月
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対象施設 内容 進捗段階と今後の予定

漁港施設 漁港管理者の施設を対象にデータベースを構築 データベースは整備済み、今後は定期的にデータを更新し、
更なる利活用について検討する

漁場の施設 施設管理者の施設を対象にデータベースを構築 データベースは整備済み、今後は定期的にデータを更新し、
更なる利活用について検討する

漁業集落環境施設 施設管理者の施設を対象にデータベースを構築 データベースは整備済み、今後は定期的にデータを更新し、
更なる利活用について検討する

海岸保全施設 海岸管理者の施設を対象にデータベースを構築 データベースは整備済み、今後は定期的にデータを更新し、
更なる利活用について検討する

（１）点検・診断

点検実施頻度 点検対象数
（Ｒ２.３）

点検完了数
（Ｒ２.３）

点検
完了率

修繕状況
（Ｒ１実施分）

漁港施設 目安：５～２０年に一度 2,603 2,210 84.9% 744

漁場の施設 目安：５～２０年に一度 182 153 84.1% 19

漁業集落環境施設 目安：３～１０年に一度 399 199 49.9% ー※

海岸保全施
設

堤防・護岸・胸壁等 目安：５年に一度 2,596 1,907 73.4% ー※

水門及び樋門・陸閘・排
水機場

目安：５年に一度 7,110 4,524 63.6% ー※

○概ね順調に点検を実施している。
○点検結果に基づき修繕を実施している。
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（２）情報基盤の整備と活用

○全ての対象施設で情報基盤の整備を完了しており、運用を開始している。
○今後も継続的にデータを更新していく。

※定期点検のほか、日常点検における巡視・点検状況をふまえ、必要に応じて随時修繕等を実施しているため。



（３）基準類の整備

対象施設 内容 整備時期

漁港施設 「漁港・漁場の施設の設計参考図書 ２０１５年版」 平成２７年７月発行

「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン」 平成２７年５月改訂

「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き」 平成２７年５月改訂

「漁港施設機能保全対策事例集」 平成３０年１１月公表

「無人航空機（ＵＡＶ）を活用した水産基盤施設の点検の手引き」 平成３１年３月策定

「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル」 令和２年９月策定

「センシング技術を活用した漁港施設点検の手引き～水中３Ⅾスキャナーとナローマルチビームの活用～」 令和３年３月策定

「水産基盤施設の点検における新技術活用指針」 令和３年３月策定

漁場の施設 「漁港・漁場の施設の設計参考図書 ２０１５年版」 平成２７年７月発行

「水産基盤施設ストックマネジメントのためのガイドライン」 平成２７年５月改訂

「水産基盤施設機能保全計画策定の手引き」 平成２７年５月改訂

「無人航空機（ＵＡＶ）を活用した水産基盤施設の点検の手引き」 平成３１年３月策定

「水産基盤施設の維持管理点検マニュアル」 令和２年９月策定

「水産基盤施設の点検における新技術活用指針」 令和３年３月策定

漁業集落環境施設 「漁業集落排水施設におけるストックマネジメントの手引き（案）」 平成２４年１月策定
令和２年３月改訂

「漁業集落排水施設の規模適正化に向けた検討の手引き（案）～既存施設のダウンサイジング～」 平成３０年１０月策定
令和２年３月改訂

海岸保全施設 「津波・高潮対策における水門・陸閘等管理システムガイドライン（ver.3.1）」 平成２８年４月改訂

「海岸保全施設の技術上の基準・同解説」 平成３０年８月改訂

「海岸保全施設維持管理マニュアル」 平成２６年３月策定
平成３０年５月改訂
令和２年６月改訂

共通 「水産基盤整備事業のＩＣＴ活用事例集」 令和２年９月公表
3

○全ての分野で基準類の整備を完了している。今後も必要に応じて整備・改訂していく。



（４）個別施設計画の策定

対象施設 単位 計画策定対象数
（Ｒ２.３）

策定数
（Ｒ２.３）

計画策定率
（Ｒ２.３）

策定見込み数
R2年度末

策定見込み率
R2年度末

漁港施設 漁港 2,603 2,210 84.9% 2,603 100%

漁場の施設 施設 182 153 84.1% 182 100%

漁業集落環境
施設

施設 399 199 49.9% 399 100%

海岸保全施設 地区海岸数 2,596 1,907 73.4% 2,596 100%
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○対象施設毎に個別施設計画の策定が進んでいる。

（５）維持管理・更新等に係るコストの算定

対象施設 単位 計画策定対象数 コスト算定対象数 コスト算定完了数 コスト算定割合 算定見込み率

漁港施設 管理者数 408 408 220 53.9% 100%

漁場の施設 事業主体 33 33 23 69.7% 100%

漁業集落環境
施設

事業主体 158 158 75 47.5% 100%

海岸保全施設 地区海岸数 2,596 1,907 1,701 89.2% 100%

○施設の計画的な維持管理・更新を図るため、維持管理・更新等に係るコストの算定を促進する。



（６）新技術の開発・導入
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○一部の技術では、すでに現場での実証を完了し、現場導入・普及まで進捗している。

対象施設 内容 進捗段階と今後の予定

①ニーズ・シー
ズの把握

②研究・開
発

③現場での
実証

④実証結果の分
析・評価

⑤現場導入 ⑥普及

漁港施設

漁場の施
設

漁業集落
環境施設

海岸保全
施設

点検手法としてセンシン
グ技術による水中部の
点検手法など新技術の
研究・開発

修繕・更新における新技
術の積極的な導入支援

ＡＩによるコンクリートの機
能診断等の技術開発

活用事例集等の新技術
導入の取組の整理、情
報提供による普及・促進

（７）法令等の整備

【海岸法】 H26.6.11公布 H26.12.10全部施行
・海岸管理者の海岸保全施設に関する維持・修繕の責務を明確化
・予防保全の観点から維持又は修繕に関する技術的基準を策定
・海岸協力団体の指定による地域の実情に応じた多岐にわたる海岸管理の充実

○漁港漁場整備法等を引き続き適切に運用するとともに、社会情勢の変化等を踏まえ、長寿命化対策に関する制度化が
必要な事項については、機会を捉えて法令等を整備する。海岸法については、維持管理規定を整備済み。



施設名 R2年3月 R12年3月 R22年3月

外郭施設
（防波堤等）

21.4% 39.7% 66.0%

係留施設

（岸壁等） 11.5% 33.0% 64.8% 

○ １９５０年代から１９８０年代にかけて漁港施設の整備量が増加しており、今後、建設後５０年を
経過する施設が急激に増加

漁港施設の老朽化
建設後５０年を経過する施設の割合

漁港施設（防波堤等）の整備量 漁港施設（係留施設）の整備量

注）岩手県、宮城県及び福島県を除く。R2.3月末現在。

漁港施設の老朽化の現状と見通し

6



漁港管理者の市町村における職員不足の実態

図１．市町村（全403漁港管理者）における
漁港漁場の担当職員数（管理職を除く。）

図２．市町村（全403漁港管理者）における
漁港漁場の担当技術系職員数（管理職
を除く。）

０～１人

183管理者

45%

２人

120管理者

30%

３人

55管理者

14%

４人

22管理者

6%

５人以上～

22管理者

5%

未回答

1管理者

0%

うち
０人 17管理者 4％
１人 166管理者 41％

０人

138管理者

34%

１人

128管理者

32%

２人

73管理者

18%

３人

34管理者

9%

４人

17管理者

4%

５人以上～

12管理者

3%

未回答

1管理者

0%

令和3年1月 水産庁アンケート 令和3年1月 水産庁アンケート
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（支援策の具体的内容）
【事業名】水産物供給基盤機能保全事業
対象：漁港：外郭施設、係留施設、水域施設、輸送施設、漁港施設用地、漁港浄化施設

（※）輸送施設は道路及び橋に限り、漁港施設用地は護岸及び人工地盤に限る。

漁場：増殖場（消波施設等及び中間育成施設に限る）、養殖場（消波施設等及び区画施設に限る）

（※）その他、漁港の機能分担・有効活用を図るために必要な施設も対象となる場合がある。

条件：①漁港施設については、漁港の港勢が一定の要件を満たすもの
②機能保全計画に基づき適切に日常管理が実施されていること 等

補助率：１／２ 等

財政的支援

漁港施設、漁場の施設

（支援策の概要）

• 水産物供給基盤施設の機能保全対策（機能診断、機能保全計画の策定及び機能保
全計画に基づいた保全工事）等について支援を実施

老朽化した岸壁の機能保全対策

対策前 対策後

老朽化した防波堤の機能保全対策

対策後対策前
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漁業集落環境整備事業

（支援策の概要）

漁業集落排水施設の機能保全対策（機能診断、機能保全計画の策定及び機能保全計
画に基づいた保全工事）等について支援を実施

（支援策の具体的内容）
【事業名】農山漁村地域整備交付金（漁港漁村環境整備事業）

対象：漁業集落排水施設の機能保全対策（機能診断、機能保全計画の策定及び機能保
全計画に基づいた保全工事）等

条件：①漁業依存度又は漁家比率が第１位等の漁業集落
②集落人口が100人（離島等：50人）以上5,000人以下の規模
③保全工事のみを実施する場合、総事業費250万円以上（離島等：150万円）

補助率：１／２ 等

（支援策のイメージ）

漁業集落排水施設（陸上ポンプ）の機能保全工事

財政的支援

仕切り壁

使用しない

第1室
V=15.2m3

第2室
V=9.4m3

仕
切
り
壁

使用しない

漁業集落排水施設のダウンサイジング※

※漁業集落排水施設の機能保
全工事に合わせ、仕切り壁を
設置し、既存の浄化槽を活用し
た施設規模の適正化により、維
持管理（更新）コストを削減
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海岸事業

（支援策の概要）
海岸管理者が実施する海岸堤防等海岸保全施設の長寿命化対策について支援を実施

（支援策の具体的内容）
【海岸堤防等老朽化対策事業】
対象：海岸保全区域内の海岸保全施設を対象に実施する老朽化対策 等
条件：①長寿命化計画に基づき海岸保全施設が適切に管理されていること

②老朽化等により機能が確保されていない又は機能低下の恐れがある海岸保全施設
であって、その機能の強化又は回復を行う必要があると認められるもの

③海岸堤防等老朽化対策緊急事業計画が策定されている地区であること
④総事業費が都道府県が行うもので５千万円、市町村が行うもので２千５百万円以上 等

補助率：１/２ 等

（支援策のイメージ）

財政的支援

海岸保全施設（胸壁）の修繕

施工前 施工後 10



≪定期点検≫
・施設の老朽化状況（健全度）に応じた適正な点検間隔を設定する（点検の効率化）。

≪日常点検≫
・施設の老朽化状況（健全度）に応じた適切な点検内容を実施する（点検の合理化）。

≪技術者不足への対応≫
・漁業者・建設業者等の利用者と協力し、点検体制の強化・補完を図る。また、定期点検・日常点検において、ICT技
術等の新技術を積極的に活用することにより、点検作業の効率化を図る。なお、具体的なICT技術の活用例は「水
産基盤整備事業のICT活用事例集」に記載している。

 水産物供給基盤機能保全事業の創設から10年が経過し、機能保全計画における2巡目の定期点検及び機能保
全計画の見直しの時期を迎えている。

 漁港管理者の多くは、施設管理に関わる職員（特に技術系職員）を十分に確保できていない状況にあり、水産基
盤施設の点検においては一層の効率化が求められている。

 水産基盤施設の維持管理における定期点検・日常点検について、これまで「水産基盤施設のストックマネジメン
トのためのガイドライン」で示していたものについて、点検内容の確実性を確保しつつ効率的・合理的に実施する
ためのマニュアルを取りまとめた。

基準類の整備：事例① 水産基盤施設の維持管理点検マニュアル（令和２年９月）

点検内容 点検間隔 点検内容 点検間隔

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

・健全度評価を行うための定量的な点検
・簡易調査（重点項目）を実施
・必要に応じ詳細調査を実施

概ね
5～10年

・簡易調査（簡易項目）に沿った陸上
　目視（全施設全スパン）

概ね
1年に1回以上

マ
ニ
ュ

ア
ル
内
容

○新技術の導入
・簡易調査：UAV,表面P波による簡易機能診
断手法　等
・詳細調査：機械インピーダンス法による簡
易圧縮強度の計測、リバウンドハンマ　等
○点検の記録方法
「維持管理情報プラットホーム」や「漁港施
設の点検システム」の活用

○健全度別に間隔を区分
≪健全度Ａ・Ｂの施設≫
・適宜設定
≪健全度Ｃ・Ｄの施設≫
・10年（標準間隔）
・施設の重要度や構造形式に
　より5～20年

○健全度別に点検内容を区分
≪健全度Ａ・Ｂの施設≫
・代表スパンのモニタリング及び踏査
≪健全度Ｃ・Ｄの施設≫
・踏査
○その他
・点検記録のための新様式の活用
・漁業者、建設業者等との協力体制の構築

 1年に1回以上
（高波浪、地震、船舶衝突
等後に行う臨時の点検結果
も日常点検に割当可能）

日常点検定期点検

ポイント

背景

効率化 合理化
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Sheet1

				定期点検 テイキ				日常点検

				点検内容		点検間隔		点検内容		点検間隔

		ガイドライン		・健全度評価を行うための定量的な点検
・簡易調査（重点項目）を実施
・必要に応じ詳細調査を実施 ジッシ ヒツヨウ オウ ショウサイ チョウサ ジッシ		概ね
5～10年 オオム		・簡易調査（簡易項目）に沿った陸上
　目視（全施設全スパン）		概ね
1年に1回以上 オオム



		マニュアル内容 ナイヨウ		○新技術の導入
・簡易調査：UAV,表面P波による簡易機能診断手法　等
・詳細調査：機械インピーダンス法による簡易圧縮強度の計測、リバウンドハンマ　等
○点検の記録方法
「維持管理情報プラットホーム」や「漁港施設の点検システム」の活用 シンギジュツ ドウニュウ カンイ チョウサ ヒョウメン ハ カンイ キノウ シンダン シュホウ トウ ショウサイ チョウサ キカイ ホウ カンイ アッシュク ケイソク トウ テンケン キロク ホウホウ		○健全度別に間隔を区分
≪健全度Ａ・Ｂの施設≫
・適宜設定
≪健全度Ｃ・Ｄの施設≫
・10年（標準間隔）
・施設の重要度や構造形式に
　より5～20年 カンカク テキギ セッテイ シセツ ジュウヨウド コウゾウ ケイシキ ネン		○健全度別に点検内容を区分
≪健全度Ａ・Ｂの施設≫
・代表スパンのモニタリング及び踏査
≪健全度Ｃ・Ｄの施設≫
・踏査
○その他
・点検記録のための新様式の活用
・漁業者、建設業者等との協力体制の構築 ケンゼンド ベツ テンケン ナイヨウ クブン ダイヒョウ オヨ タ テンケン キロク シン ヨウシキ カツヨウ ギョギョウシャ ケンセツ ギョウシャ トウ キョウリョク タイセイ コウチク		 1年に1回以上
（高波浪、地震、船舶衝突等後に行う臨時の点検結果も日常点検に割当可能）







基準類の整備：事例② 水産基盤施設整備事業のICT活用事例集（令和２年９月）

事 例 の

【目的】
本事例においてICT技術を活
用した目的について記載し
ています。

【概要】
本事例において活用したICT
技術の概要について、従来手
法と対比して記載しています。

【適用範囲】
活用したICT技術の本事例以外
における適用可能性について、
適用項目（段階）、適用場所、
適用条件を記載しています。

【効果】
本事例においてICT技術を活用したことにより
得られた効果を、費用（人件費含む）、工期、
仕事量、精度、業務の軽減・効率の観点で記
載しています。
（※なお、「施工」の事例（P33～P66）については、
現場によって条件が異なり、一概に数値的な効果を表
現できないため対比表の効果の列を省略しています。
「維持管理」の事例（P67～P76）については、漁港管
理者等が直接点検等を実施していることから、費用や
工期について基本的に算出していません。）

見 方

【詳細】
本事例において活用したICT技術に
ついて、実施フロー、機器構成
（仕様）、ICT技術の現状（完成度、
普及度、標準化）等、詳細内容を
記載しています。

【現場の声】
本事例に直接関わった技術者等から、
活用したICT技術の良かった点、悪
かった点等、率直な意見や感想につ
いて記載しています。

【対応事例】
本事例においてICT技術を活用
するにあたって対応した事例に
ついて、評価方法、設計図書記
載例、各種基準・要領との適合
状況、経費の計上についての概
要を記載しています。

●ICTを活用し水産基盤整備事業等の効率化・高度化を推進していくため、全国の活用例を取りまとめて令和2年9月4日に公表しました。
●水産基盤整備事業で活用された、もしくは活用が期待できる他分野のICT活用事例38例について、調査、計画、設計、施工、維持管理の
段階ごとに整理しました。個別の事例については目的・概要・効果・適用範囲・参考となる情報を整理して記載しています。

●活用技術ごとの検索を容易にするため逆引きを作成し、設計図書への記載方法や経費の発注者負担の有無の事例も記載しています。

http://www.jfa.maff.go.jp/j/seibi/ict_katuyou.html

掲載事例数：38例

〈内訳〉
調査：８例
計画：５例
設計：３例
施工：17例
維持管理：５例

水産基盤整備事業のICT活用事例集

令和２年９月

水産庁漁港漁場整備部整備課
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（概要）

• 今般、発注関係事務を適切に実施することが困難な市町村に対する支援及び水産関係公共工
事等の発注関係事務を適切に執行できる者の活用を目的として、「水産関係公共工事等発注
者支援機関」を認定する制度を創設し、本認定を希望する機関の募集を実施

• 令和２年度は水産関係公共工事等発注者支援機関として４者を認定

体制の構築 ー水産関係公共工事等発注者支援機関認定制度 ー

水産関係
公共工事
の円滑な
実施

６月中旬～８月初旬 ８月初旬以降３月末 ５月中旬～６月中旬

支
援

支援機関
の認定

認定結果の
公表

認定者による
発注支援活動開始

発注者関係事務を公正
に行うことが可能な者に
係る制度要項、公募要項

を決定

発注者
（市町村等）令和元年度協議会

開催

審 査

令和２年度協議会
開催

公 募
申請
受付

※認定は、年１回
程度の頻度で行う
予定。

【支援機関の認定の流れ（令和２年度）】

業務区分 業務内容
①設計・積算補助 ・設計図書（仕様書、図面等）の作成補助

・積算書（積算、積算参考資料）の作成補助
②技術審査補助 ・入札に関する技術的（総合評価方式等）資料及び参考資料等の作成補助

・技術的資料の審査業務補助

③監督補助 ・工事の監督補助
・施工段階確認補助
・施工状況及び体制の評価補助

④検査補助 ・中間及び完成時の検査補助
・施工者及び担当技術者の評価補助

【支援策の具体的な内容】

13


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	維持管理・更新等に係る�中長期的なコストの見通しについて
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28



